
給実甲第４４４号 新旧対照表（給実甲第１２３７号関係）

（傍線部分は改正部分）

改 正 後 改 正 前

第１ 規則１８―０第７条第１項関係 第１ 規則１８―０第７条第１項関係

１～５（略） １～５（同左）

６ 外務公務員俸給等年額又は派遣前給与年額の ６ 外務公務員俸給等年額又は派遣前給与年額の

算定に当たっては、派遣職員が、一般職の職員 算定に当たっては、次の各号に定めるところに

の給与に関する法律（昭和２５年法律第９５号 よるものとする。

）第８条第６項の規定により標準号俸数（同条

第７項に規定する人事院規則で定める基準にお

いて当該派遣職員に係る標準となる号俸数をい

う。）を昇給するものとし、人事院規則９―４

０（期末手当及び勤勉手当）第１３条第１項第

１号ハ（専門スタッフ職俸給表の適用を受ける

職員にあっては同項第２号ハ、指定職俸給表の

適用を受ける職員にあっては同項第３号ロ）に

掲げる職員であるものとする。

一 派遣職員が、一般職の職員の給与に関する

法律（昭和２５年法律第９５号。以下「給与

法」という。）第８条第６項の規定により標

準号俸数（同条第７項に規定する人事院規則

で定める基準において当該派遣職員に係る標

準となる号俸数をいう。）を昇給するものと

し、人事院規則９―４０（期末手当及び勤勉

手当）第１３条第１項第１号ハ（専門スタッ

フ職俸給表の適用を受ける職員にあっては同

項第２号ハ、指定職俸給表の適用を受ける職

員にあっては同項第３号ロ）に掲げる職員で

あるものとすること。

二 派遣職員に、給与法附則第８項の規定及び

同項の規定により給与が減ぜられて支給され

る職員の給与の額を調整する規定の適用があ

るものとすること。

７～１０（略） ７～１０（同左）


